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要 旨 

本研究の目的は，三重県内の主幹教諭の勤務実態（業務内容や状況）や職務意識（本人が感じているやりがいや課題につなが

る意識）をとらえ，「チームとしての学校」1の実現に向けた人材育成機能2に関する一考察を行うことである。 

文部科学省（以下，文科省）の調査によると，主幹教諭の取組のうち人材育成機能には課題があるとされているが，三重県教

育委員会の調査では大きな成果がみられている。そこで筆者は，なぜそのような成果がみられているかについて関心をもち，現

職教員の立場から，主幹教諭本人だけでなく管理職等に対するアンケート調査や聞き取り調査を実施した。 

本研究の結果は，「チームとしての学校」の実現には，主幹教諭の潜在能力やモチベーションを組織の中で引き出すことのでき

る体制づくりの重要性および人材育成機能との関連性を示唆するものであった。また，三重県の主幹教諭の取組には，校長のリ

ーダーシップのもと，教頭との業務分担を明確にし，周りの教職員からの認知を高める手立てが求められると考察した。研究の

まとめでは，その取組成果をさらに継続しうるための提言を行った。 

 
キーワード：主幹教諭，チームとしての学校，学校組織マネジメント，人材育成，分散型リーダーシップ，経験学習 

 

1. はじめに 

主幹教諭は，2007 年の学校教育法の一部改正によ

り，20 年以降，副校長，指導教諭とともに新たな職3

として設置された，「校長（副校長を置く小学校にあ

っては，校長及び副校長）及び教頭を助け，命を受け

て校務の一部を整理し，並びに児童の教育をつかさ

どる」教員のことである（学校教育法第 37 条第 9 項）。

主任は，校長からの分掌担当教員の一人（つまり一般

教員）であるが，主幹教諭は，都道府県教育委員会な

どによる選考試験に合格した者が任命され，管理職

と一般教員との間に位置づく職である。近年では，主

幹教諭や指導教諭を「管理職候補者」としてとらえる

地域もある4。 
担当校務は，「校長及び教頭を助け」とあることか

ら，明確な内容が示されているわけではなく，教務主

任的なものなのか，生徒指導主事等のようなものな

のかについて，ある程度学校に任されている。 
三重県の場合，主幹教諭は「大規模校に準じ，教頭

複数配置ではない学校」「教育課題を抱えている学校」

など，明確な理由のある学校に配置されている。主幹

教諭は，2015 年より順次配置が進み，2018 年度末で

は，当初の予定である約 30 名をはるかに超えて，50
余名が配置されており，男女比は 13:1 である5。 

三重県教育委員会による取組状況調査では，以下

（図１）のような結果が挙げられている。
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筆者は，図１にある三重県での取組内容の中に「チ

ームとしての学校」を実現するための具体化された

方策がまとめられていると考える。中でも大きな特

徴は，人材育成機能の充実に関することである。文科

省調査（2015）では，「人材育成機能が強化された」

という質問項目に対する回答は，22．4％にとどまっ

ている6。しかし，三重県教育委員会が実施した調査

では，「人材育成についてはその職務を十分達成した」

という回答が 2017 年度だけでも約 75％と高い数値

を示し，2018 年度に至っては約 90％まで達している

7。文科省調査と三重県調査では，質問項目や調査方

法，時期などが異なるため，単純比較をすることはで

きないが，三重県の人材育成機能について，前述のよ

うな高い成果が見られる背景要因は，今のところ明

らかにされてはいないのではないだろうか。 
 

2． 研究の目的 

本研究の目的は，三重県内の主幹教諭の勤務実態

（業務内容や状況）や職務意識（本人が感じているや

りがいや課題につながる意識）に関する調査をもと

に，「チームとしての学校」の実現に向けた人材育成

機能に関する一考察を行うことである。主幹教諭に

注目する理由は，「チームとしての学校」を実現する

ための改善方策として，学校のマネジメント体制の

強化があり，その中で「管理職の適材確保」「事務体

制の強化」とともに「主幹教諭制度の充実」が挙げら

れているからである。学校のマネジメント体制強化

には，校長のリーダーシップが欠かせないが，学校組

織マネジメント8に関する考え方にはミドルリーダー

層を対象としたものもある。 
これらの文献や資料は，主幹教諭の職務の基本的

な理念やシステムについて理解するために大いに参

考になる。しかし，主幹教諭の配置効果や，本人のア

イデンティティ形成についての事例研究は，そう多

くはない。また，主幹教諭に関しては，高橋（2012）
9や木岡（2015）10の研究があるが，その主なものは「理

論と実践の往還」に焦点をあてた理論研究が中心を

占めている。さらに，川口（2010）11や大杉（2017）
12のようにデータ分析をもとにした調査研究は，文科

省や教育委員会を通した学校回答の形態をとってい

るため，管理職の視点が大きな比重を占めることが

推察される。 
そこで，主幹教諭本人を対象とした研究を行うこ

とで，より実態に即した成果や課題の状況が明らか

になるのではないかと考えた。本研究では，学校名や

個人名の匿名性を担保したうえで，率直な意見をも

とにした調査研究を行う。 
 

3．調査の概要 

先行研究を踏まえて得られた問題意識に基づき，

三重県における主幹教諭の勤務実態と職務意識に関

する調査を行った。本研究では，文科省や三重県教育

委員会の調査結果をもとに作成した項目（図２）によ

り実施した。 

 
調査対象の属性については，個人の特定を避ける

ため，概略に留めるが，表１のようになっている。

≪組 織 力≫ 
分掌や学年間の調整など，学校の総合的な調整が
図られ，学校の組織としての力が向上した。 

≪職務認知≫ 
学校内では，主幹教諭の役割や職務内容，権限が
充分に理解されている。 

≪補佐業務≫ 
管理職を補佐することにより，管理職の業務が効
率化している。 

≪パイプ役≫ 
管理職と教職員のパイプ役になることにより，校
内のコミュニケーションが図られている。 

≪持ち時間≫ 
主幹教諭の授業の持ち時間数は，期待される校務
処理とのバランスがうまくとれている。 

図２ 本研究における調査項目（筆者作成） 

 

 
 
 

平成 年度
〇配置校の約 ％の学校において，主幹教諭が自覚をもっ

て自ら研鑽を積み，教頭業務の一定の部分を担うこと，
関係主任との連携，管理職の補佐などの職務を遂行して
います。

〇具体的な取組内容として，関係機関からの各種調査に係
る資料作成，学校施設開放・PTA 等の対外的業務，学校
評価の取りまとめ，校内各種会議の運営，行事予定計画

作成等があげられています。

平成 年度
〇すべての主幹教諭が関係主任との連携に取り組むととも

に，約 ％が主幹教諭として自己の研鑽や教職員の人材
育成，約 ％が教頭業務の一定の部分を担うことや管理
職の補佐などに取り組んでいます。

〇具体的な取組内容として，経験が浅い教職員への指導・
助言，学校評価や各種調査の取りまとめ，道徳教育推進
計画の作成，小中一貫教育事業の計画・調整，学校運営

協議会の運営等が報告されています。

 
図１ 主幹教諭の取組内容（三重県教育委員会の調査結果より） 

下線（人材育成に関する箇所）は筆者による 
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調査協力者 主幹教諭 現管理職，管理職経験者，教育行政職員（以下，管理職

等） 
調 査 時 期 2018 年 6 月～2019 年 9 月 2018 年 5 月～2019 年 8 月 
人 数 
（実人数） 

新任主幹教諭 25 名，2 年目以降主幹教諭 5 名 21 名 

調 査 方 法 アンケート調査（6 月，3 月），研修講座での観察，

半構造化インタビュー 
半構造化インタビュー 

3.1 アンケート調査 
まず，予備調査としてアンケート調査を実施した。

より多くのデータを収集するために，新任主幹教諭

が受講する研修講座で調査用紙（図３）を配布し，4
件法で回答を求めた。用紙の提出は任意とした。次に，

その結果を詳しく解釈するため，本調査として，自由

記述の中での率直な意見を把握した。さらに，継続し

て調査協力を得られた新任主幹教諭には，各学校長

の許可を得たうえで，郵送にてアンケート調査を行

い，年度末（2018 年 2～3 月）に感じている職務意識

を追跡して比較検討13した。 
 

3.2 研修講座での観察 
三重県では，新任主幹教諭に 2 回の研修を課して

いる14。そこで，筆者は，予備調査をもとに，研修講

座での観察を 6 回（2018 年度 4 回15，2019 年度 2 回）

行うことによって，インフォーマルな形の中で事例

を得ることにした。 
主幹教諭の中でも，調査対象として新任へ重きを

置いたのは，次の理由による。一つは，対象者の経験

年数が少ないほど，本人の職務意識と周りからの役

割期待とのずれが生じやすく，モチベーションにつ

ながる率直な意見が得られやすいだろうということ

である。もう一つは，校長のビジョンをすべての教職

員が共有するためには，主幹教諭自身に学校全体を

見通す力が必要であり，経験を重ねるうえでその力

量が形成されていくのではないかと考えたためであ

る。特に，自校内昇任（勤務する学校に籍をおいたま

ま昇任配置）か異動後昇任（県の教員人事によって，

他校から籍を異動して昇任配置）なのかについては，

職場の人間関係構築の面に影響があり，人材育成に

関与すると考え，注視した。 
 
3.3 半構造化インタビューに基づく聞き取り調査 
三重県における人材育成機能の成果へのプロセス

がどこにあるのかを見出すため，2 年目以降の主幹教

諭本人や管理職等からも直接聞き取り調査を行った。

聞き取りは，あらかじめ大まかな質問内容（図２参照）

を決めておき，回答の中でさらに詳細（勤務実態や職

務意識）を尋ねていく半構造化インタビューの方法

をとった。インタビューは，30~60 分程度の時間を設

定し，筆者が実際に学校等を訪問し，面会して行った。

人材育成機能については筆者から尋ねるのではなく，

その内容の出現の様子から，職務意識の中でどのよ

うに位置づいているのかをとらえることを目的とし

た。 
本研究では管理職等からの意見も分析視角に入れ

ることによって，調査結果や考察に，より具体性が増

すと考えている。そこで，管理職等に対しては，大ま

かな質問内容を学校組織マネジメントや「チームと

しての学校」の実現の方策とし，聞き取りをすすめた。

その中から，主幹教諭の職に対する認識について，筆

者が抽出して考察する。三重県では配置校が少ない

ため，「もし，校長の立場にあるとき，自校に主幹教

諭が配置されたら」という予測（活用予定計画）の回

答を含むことにした。現在，校長ではない職にある人

には，「もし，自身が校長であったら」という想定で

の聞き取りとした。 
 

4．調査の結果 

4.1 アンケート調査 
「新任主幹教諭等研修」でのアンケート回収率は

100%であり，その結果は図４のとおりである16。

 
 

表１ 聞き取り調査の概要 

① あなたが「主幹教諭」として着任され，その職務

内容について，現在感じておられることについ
てお伺いします。以下のそれぞれの項目につい
て，最もあてはまる番号（ ～ ）に〇をつけてく

ださい。
② あなたが主幹教諭としての職務をすすめるう

で，日ごろから感じておられる仕事のやりがい

や課題について，ご自由にご記入ください。（着
任時から現在までのお考えで結構です。）

③ 今後，継続してこの調査にご協力をいただける

方は，下記に〇をつけ，学校名とお名前をご記入
ください。（なお，場所や時間等につきましては，
ご相談させていただきます。）

図３ アンケート調査用紙 
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本研究では，サンプル数が少ない17ため，結果を分

散分析するまでには至らなかったが，着任当初は結

果がほぼ均等に分かれており，中心化傾向にあるこ

とが分かる。年度末は，回答者が着任当初の 1/3 を占

めていることから，あえて比較するならば不均衡が

生じている。 
これらは，大まかな傾向としてみることにし，主幹

教諭本人が感じている職務意識に関する自由記述の

内容を整理した。表２，３は，既存研究を考慮しつつ

回答の類似性に基づき，筆者がカテゴリー化して列

挙したものである。そのため，カテゴリー名は筆者が

自由記述後に設定した。（記述内容には個人の特定を

避けるため，若干の補正を加えている）

 
 

 
 
 
 

 年度当初（６月） 年度末（３月） 

業
務
内
容
や
調
整
に

関
す
る
内
容 

・自校の目標を達成するためのカリキュラムマネジメ
ント推進者として，主幹教諭の権限は有効である。 

・学力向上や道徳・人権教育の推進など，他主任との連
携の場面でも主幹教諭の立場はありがたく思う。 

・バランスをとったり，各委員会との連携を企画した
りでき，今まで以上に多くの先生と対話できるよう
になった。 

・生徒指導と学校管理運営の両面で聞かれること。 

・自主的に自らの考えで動けたので，特に管理職からの強
い指示に頼らず，やりがいをもってできたことはよかっ
た。 

・教務主任をしているが，アイデアを学校運営に活かして
いけるので，やりがいを感じている。 

・行事がうまくいったり，人の役に立ったりしたときにや
りがいを感じる。 

人
材
育
成
に 

関
す
る
内
容 

・若手の教員に相談されたり，アドバイスも微力なが
ら行ったりすることもあり，自分にできる範囲で働
かせてもらっている。 

・自分からかかわりをもとうと働くことで，子どもや
職員との距離が近くなり，頼られることが増えるこ
と。 

・生徒指導主任を兼務しており，各分掌の問題行動，学
年を超えた問題に対し，若手教員の意見を尊重しな
がら学年全体でベストな対応を話合い，指示するこ
とができている。 

 

役
割
へ
の 

被
認
知
状
況 

  

表２ 新任主幹教諭（日ごろ感じているやりがい）意識調査 アンケート自由記述より 

着任当初（６月）                  年度末（３月） 

図４ 新任主幹教諭の職務意識調査結果 
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 年度当初（６月） 年度末（３月） 

業
務
内
容
や
調
整
に 

関
す
る
内
容 

・日々の業務をさばいていくのが精いっぱいであるの
が正直なところである。 

・生徒と関わる時間が少なくなった。 
・責任ある仕事が少なく，持て余している状態。  

・生徒指導主任を兼務しているので，管理職の補佐業務は
実質行っていない。兼務しないと学校が回っていかない
現実がある。 

・本来の主幹教諭としての目的を果たすならば，校務分掌
などとは切り離し，独立した立場で他分掌，各種校内委
員会に参加し，調整役などを担うべきと感じた。「主幹教
諭だから…」というだけの理由を提示されても，やりが
いは全くうまれない。 

・生徒指導主任として，管理職・学年間のパイプ役は以前
から当たり前のことになっているので，自分としては，
ただ主幹教諭という名がついたぐらいにしか，感じてい
ない。ただ，主幹として立ち振る舞いをしていったらよ
いかを考えてはいるが，ピンとこないのが現実。 

人
材
育
成
に

関
す
る
内
容 

 ・若手の育成と総勤務時間の縮減が課題。 

役
割
へ
の 

被
認
知
状
況 

・校内で果たす役割についてもはっきりしていない部
分があると感じている。 

・管理職と相談をしながら自分の役割を試行錯誤して
いる段階。 

・まだまだ広く理解されていない職種であるので，役割も
職務内容も管理職次第で大きく変わるのだと思う。 

 
4.2 研修講座での観察 
① 第１回新任主幹教諭研修（2018，2019 年度 6 月） 

2018 年度，2019 年度ともに，第 1 回目の研修での

グループ別協議では，2 年目以降の主幹教諭が 1 名ず

つ，先輩主幹として講師を務めていた。校種別（小中

県立学校）グループの３つの部屋に分かれ，より率直

な意見を出しやすい雰囲気が感じられた。 
話し合われていた内容は，主として「自校で担って

いる校務の一部」「教員人事状況」の交流であった。

協議には教育行政職員は参加せず，主幹教諭という

同じ立場での交流会となっていた。「担当校務の事例」

としては，不登校児童生徒対応，コミュニティ・スク

ールの立ち上げ，学校評価などが挙げられた。「教員

人事状況」とは，管理職と主幹教諭の在籍年数，若手

教員の占める割合，休職者や講師の実態などであっ

た。 
② 第２回新任主幹教諭研修（2019 年度 9 月） 
教育経営学の視点から，リーダーシップについて

の様々な理論が紹介された。第 1 回目とは異なり，

校種を交えてのグループ協議であった。協議は講義

内容に基づいたもので，フォーマルな場によって職

務意識を把握することができた。講義の感想では，

「感覚や実践で感じていたものを，分析された理論

で解説され，理解しやすかった」「非常にわかりやす

く，ピントがはっきりしなかった部分が見えてきた

気がします」などがあった。全体を通して「マネジメ

ントを行うリーダーとして，当事者意識をもって『チ

ームとしての学校づくり』に努めたい」という意見が

共通していた。 
休憩時間や講義後には，インフォーマルな形で事

例や職務意識についての聞き取り調査を行うことが

できた。「忙しい時期に半日学校を空けるのは，大変

である」「研修会後，このまま帰宅できればよいが，

学校に帰れば何かと仕事を頼まれる」といった意見

があった。 
グループ協議のもち方については，「異校種での交

流は，前回とは違った形でよい」「周りの方との適度

な課題での話合いをさせていただいた」「メンバー構

成が違うので，話しづらい」「校種の違いがあるので，

目線が違う」「あまり活発に話せなかったので残念だ

った」といった意見があった。 

表３ 新任主幹教諭（現在感じている課題）意識調査 アンケート自由記述より 

図５ 第２回新任主幹教諭の研修会の様子 
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4.3 半構造化インタビューに基づく聞き取り調査 
① 主幹教諭より（取組の成果と課題） 

それぞれ，配置校の課題や校種が異なるため，成果

と課題は多岐にわたったが，共通していたのは，次の

ような内容であった。 
≪成果≫ 
 学校長や教頭と日ごろから情報交換を行うこと

により，「チームとしての学校」への意識が強く

なった。 
 次期管理職として実務的な任用前研修となりう

る。 
 各種調査依頼への対応や，保護者・PTA との連

携を行うことで，学校や地域全体のことを把握

しやすく，幅広い視野をもつことができた。主

な担当業務を兼務することで，学校組織に大き

く関与している。（例：教務，生徒指導，進路指

導等） 
 管理職から周りの教職員に「主幹教諭」として

の紹介やその職務内容について説明があったた

め，認知も高く，業務を行いやすい。また，相

談もされやすい。 
 校長や教頭に異動があった場合，多職種の人か

ら何かと頼りにされることが，やりがいにつな

がっている。 
 ある一つの業務を主として任されていることに

より，教頭より周りの先生に関わりやすいこと

がうまれたり，また相談されたりしやすくなる。 
≪課題≫ 
 業務内容が学校の実情によるので，年度始めか

ら即戦力として活躍することが難しかった。 
 特に異動後昇任の場合，「何のためにその学校へ

配置されるのか」という本人への説明がなく，

職場での人間関係構築からスタートすることに

なる。 
 小学校での組織体制では，マネジメントリーダ

ーとしての確立がやや弱い。持ち時間数の配慮

はあるが，「なんでも屋」のような活躍ぶりにな

り，中間管理職としてのアイデンティティが不

明瞭である。 
 校長会，教頭会のような横のつながりによる研

修会や会議がなく，情報交換の場がない。 
 着任後も計画的な研修体制が行われていないた

め，自己の研鑽のすべがわからない。 
 教頭試験を控えて（合格しているので），一過性

の職と考えている。 
② 管理職等より（主幹教諭の職に対する意識） 
「学校組織マネジメント」の考えについての聞き

取り調査の結果から，主幹教諭の職に対する認識に

ついてまとめたものが以下のとおりである。 
 年度末に，配置を告げられた際に，教頭ととも

にどのような業務を行ってもらうかを話し合う。 
 学期に一回程度，管理職，教務主任とともに会

議を行い，学校運営への共通理解を図る。 
 主幹教諭が担う業務について，あらかじめ教頭

と確認しておき，無理のない範囲で業務を抱え

込まないように配慮する。 
 人事評価を行わないこと以外は，職員に「指示」

ができる職務である。 
 学校の実情に合わせて，ということなので，そ

の年の校内人事の状況により，持ち時間数が増

えたり，担当する分掌が増えたりすることはや

むを得ない。 
 「学校評価」「コミュニティ・スクールの推進」

の担当業務をさせ，PDCA サイクルによる学校

運営への参画意識を高めさせる。 
 教頭職としての活用の考えはあるが，学校長の

方針に沿うことが一番である。 
 主幹教諭となる教員は，経験年数もあり，学校

の中で主体的に活躍できると考えるため，学校

運営上，有力である。（あえて，主任ではないと

ころで，活躍してもらうのがよい） 
 

5． 考察 

調査の結果をもとに，主幹教諭の勤務実態や職務

意識をまとめ，主幹教諭の分散型リーダーシップ18の

観点から人材育成機能の成果について考察を行う。 
リーダーシップ研究は，20 世紀中盤以降に活発に

なり，「特性理論」「行動理論」「条件的合理論」「パス・

ゴール理論」「状況応変型モデル」など，様々な研究

が行われてきた。それらのモデルを学校組織に当て

はめると，以下の理由から，一人のリーダーに焦点化

することが難しいと考える。 
① 学校組織活性のための理想的なリーダー特性は，

その能力が備わるまでに，ある程度の職務経験

が必要となること 
② 校内組織が変わると，後任のリーダーに同じよ

うな行動や特性が見られるとは限らないこと 
③ 管理職と教職員との間に主従の関係が強すぎる

と，「チームとしての学校」の実現に向けた教職

員一人一人の当事者意識が弱くなること 
一方，分散型リーダーシップ論については，研究者

によって様々な議論があり，対象として公式のリー

ダーを含めるか，非公式のリーダーに限定するかも

異なっている。また，誰をリーダーととらえるか，に

―  546  ―

西村　佳子・田邉　正明



三重県における主幹教諭の役割に関する研究
 

 

- 7 - 

ついても，管理職側からの意識と組織全体からの意

識とでは，その期待される役割も変容するだろう。そ

こで，本研究で取りあげる主幹教諭を「学校組織の中

で公式権限を持ったリーダー」として考察を進めて

いく。 
分散型リーダーシップ論という観点から考察する

と，主幹教諭，管理職と主任との間にある権限の違い

に注目することができる。管理職は主幹教諭に相談

ができ，管理職不在時は，主幹教諭が不在代行権を行

使する。また，管理職に代わってその責任と権限を不

在の間引き受けることになる。しかし，主任には権限

が委譲されることがない。また主任は，校務分掌の一

つであることから職位の継続性がないのに対し，主

幹教諭はその権限をもったまま次年度も職に就くこ

とができる。他の学校へ異動してもその職位は継続

する。このことから，「チームとしての学校」の実現

に向けた取組に対して，周りの教職員とは，当事者意

識に差が出てくることになるだろう。 
 
5.1 勤務実態 
今回の調査により，生徒指導や，学年主任，研修主

任等の担当を兼務していることもあり，そのことで，

リーダーシップを発揮していることが明らかになっ

た。2019 年度新任主幹教諭研修（第２回）では，様々

なリーダーシップ理論が紹介され，人材育成機能に

ついての実態をつかむことができた。「職場の状況を

みて，どのタイプのリーダーが必要かを見極める」

「全体をみる視点を持ち，日々の変化に対応し，後方

支援に努めたい」「自分や周りの人がどのタイプであ

るかを分析することがチームとしての学校の力を高

める」といった意見は，権限と責任のもとで人事評価

を行わない主幹教諭ならではの視点であると考えら

れる。 
兼務については，教員数が足りない，という問題の

他に，リーダーとなる年齢層の薄さがある。法令によ

ると，「主任業務を包含することになる」とあり19，

生徒指導や総務・教務主任などを担当せざるを得な

い事情もあるが，それらには，給与や人事配置上の課

題（定数内配置）があると考えられる。現管理職への

聞き取り調査においても，「主任等を兼務させないと

学校運営が難しい」「校内人事の関係で，年度内に分

掌担当が変更になる」という現状が浮き彫りになっ

た。これらは，管理職が考える「主任とは独立した立

場で調整役などを担うべき」という期待される役割

の中に，分散型リーダーシップの視点があることに

なる。本来期待される役割と，兼務せざるを得ないよ

うな教職員の人材不足による現実との間には，ずれ

が生じている。そして主幹教諭を配置することによ

り，他の教職員にはどのような業務を任せると，より

「チームとしての学校」の実現に近づくのか，という

校務分掌上の課題が考えられる。 
本研究では，調査項目の中に人材育成に関する内

容をあえて提示していない。その理由は，関係職員と

の業務の調整役，あるいは管理職と教職員とをつな

ぐパイプ役20の他に，周りからの認知状況の中にも人

材育成機能との関連が見いだせるのではないかと推

測されるからである。そこで，業務を通した教職員へ

のかかわりの深度が人材育成機能の成果へのプロセ

スに影響すると予想し，昇任の経緯に着目した。自校

内昇任の場合は，主幹教諭の方が管理職よりも在籍

年数が長くなるため，管理職が学校組織に十全に参

加するまでには，やや時間がかかる。年度始めの新し

い組織体制の中で主幹教諭が担う補佐業務は，周り

の教職員とのかかわりを一層強めることになり，職

務認知にも影響があると考えられる。 
本研究の調査期間中，主幹教諭が配置されている

学校の教職員に対し，「主幹教諭に対する意識」をイ

ンフォーマルな形で聞き取りを行うことができた。

その中には，「学校や地域の状況をよく知っている」

「他校や関係機関とのつながりがある」「管理職より

は相談しやすい」という意見があった。また，「今ま

でと何が違うのかわからない」という意見もあった。

これらは，三重県では，主幹教諭に対する意識が教職

員全体にまで確立していない時期にあるため，自校

内昇任であるがゆえの意見だととらえ，新任主幹教

諭の職務意識に関連があると考えている。 
一方，異動後昇任の場合は，着任した学校の組織文

化を知り，管理職も含め，周りの教職員との人間関係

の構築を行い，権限と責任をもち分散型リーダーシ

ップを発揮するまでには，ある程度の期間が必要に

なるだろう。本研究期間中の聞き取り調査からは，三

重県では，教頭複数配置から教頭 1 名，新任主幹教

諭 1 名となる人事配置状況が増えつつあることが分

かった。つまり，2 名のうち残った 1 名の教頭と新任

主幹教諭との協働が大いに重要である。 
主幹教諭として，校長のリーダーシップのもと，

「チームとしての学校」の実現をめざすためには，常

勤教員以外の職員の他，専門スタッフ，地域人材など

とのつながりをつくることから始まると言っても過

言ではない。三重県の小中学校ではコミュニティ・ス

クール，また県立学校では，進路指導に関わる業務を

担当している事例が多かった。これらは，「チームと

しての学校」の実現のための取組と考察できた。 
多忙な中での人材育成は，授業研究後の改まった

助言者という立場からではなく，参観した授業につ

いて，休み時間等の短い時間の中で感想やコメント
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を伝えるというような気軽な関係の中に，OJT（On-
the-job Training）を見出すことができた。また，配慮

の必要な児童生徒について他の教職員と対話したり，

自身が担当する授業の中で感じた所感を，児童生徒

の具体的な姿を通して伝えたりすることは，校内外

を積極的に見渡すことによって可能となる。校長や

教頭による校内の見回りには，教職員も児童生徒も

若干身構えることは否めないが，主幹教諭の場合，

「職務内容の曖昧さ」はある意味，メリットでもある。

そのような観点では，持ち時間数が他の教員よりも

少ないことは，人材育成機能につながりがあるとみ

ることができる。 
 

5.2 職務意識 
調査の結果から，管理職等からは主幹教諭への役

割期待が明確に表れていることが見出せたが，周り

の教職員からの被認知状況と役割期待には，課題が

残った。年度末の調査結果と自由記述内容とを重ね

合わせて分析すると，周りからの認知状況によって，

校内での勤務実態が変わり，主幹教諭自身の職務意

識の変容を読み取ることができる。 
これまで精査した先行研究から，筆者は「年度末に

近づくほど，主幹教諭としてのやりがいをもちつつ

『チームとしての学校』の実現に取り組みやすくな

るだろう」と予想していた。しかし，予想に反してア

ンケートや聞き取り調査からはそのような結果が得

られなかった。また，人材育成に関する意識も特に抽

出できなかった。その理由を聞き取り調査の中から

次のようにまとめた。 
① 自らが職場のリーダーとなって若手教員の人材

育成に尽力したい，というモチベーションがあ

るが，学校の様々な教育課題の中での業務が多

いため，それとのずれが生じていること 
② 指導教諭に比較すると，業務内容が流動的であ

り，主幹教諭の業務として行っているのか，分

掌担当教員として行っているのかが一般教員に

は不明確である。そのため，学校の実情に合わ

せて，校務整理の「一部」を担うという状況か

ら，配置効果を「人柄」に求められてしまうこ

と 
③ 約 15 時間程度の授業を担当しており，その他の

時間は不登校児童生徒の対応や，補欠授業を担

当することもある。そのため，学校組織に大き

くかかわるというよりは，専科教員とほぼ同じ

立場のような被認知状況であること 
④ 人材育成は，主幹教諭になったからという職位

に基づいて行ったものではなく，ある程度経験

年数もあり，主体的に組織マネジメントを意識

している教員にとってみれば，至極「当たり前」

の意識があったこと 
アンケート結果をクロス集計すると，「どちらかと

いうとそう思う」，「どちらかというとそう思わない」

という回答が多かった。特に着任当初のアンケート

結果（図５）にみられたような中心化傾向は，年度始

めの模索状態にあり，新しい職への曖昧さも重なっ

て，ある意味「様子見」的な回答によると考えられる。

また，回答者に過去を振り返ってもらう回顧的手法

を用いているため，事象や経験の少なさがある。これ

は「新任」であるがゆえの傾向とみて，今後も職務意

識の変化をみるためには継続して行う必要がある。 
学校訪問も含め，聞き取り調査の中から，被認知状

況は，職員室内の机の配置（小中学校では，教頭の机

の横もしくは，学年部の中か，県立学校では，担当し

ている分掌の小部屋か否か）に関係することもあっ

た。県立学校主幹教諭の会の調査（2017）によると，

「教頭の横，又は周辺の机の位置」にあるのは，全体

の 60％であり，「教諭等が自分（主幹教諭）を扱うと

きの立ち位置」は，管理職としてでもなく，教諭とし

てでもなく中間を示している21。これらは，「周りの

教員からの相談（報告も含む）で，教頭か自分かどち

らに言えばいいのか（相手が）迷っている雰囲気を感

じる」「学年部の中の机配置なので，気軽に話しかけ

られやすい雰囲気がある」「外部からの電話を直接受

けることによって，校外の情報を得ることができる。

特に生徒指導面で有効である」「職員室の入り口近く

に座っていると，業務が途中でも立って対応しなけ

ればならないときがある」という事例に表れている。 
以上のように，主幹教諭自身が，管理職と同じよう

な立ち位置を希望していることは少なく，周りの教

職員とのかかわりを深めたいという意識が働いてい

ることが分かった。三重県教育委員会の調査の中に

「『主幹教諭の職務や効果的な活用について職場内

に周知』したかどうか」という項目にもあるように，

主幹教諭の取組には，校長のリーダーシップにより，

その体制整備を行うことに加え，主幹教諭自身の職

務意識が高まることも人材育成機能の成果につなが

っているとまとめることができた。 
 
5.3 アイデンティティとキャリア形成 
最後に，主幹教諭のアイデンティティとキャリア

形成について，筆者が興味深くとらえた事例を挙げ，

若干の考察を加える。 
第 1 回目の研修会で，グループ協議の司会を先輩

主幹が務め，自分の経験を含めながら協議をすすめ

ていくことは，職場では出せない悩みや，職務遂行へ

の不安を相談しやすい雰囲気づくりにつながってい

―  548  ―

西村　佳子・田邉　正明



三重県における主幹教諭の役割に関する研究
 

 

- 9 - 

た。先輩主幹は新任主幹の現在の思いを受け止める

アドバイザー的な役割を担っていたと考えられる。

例えば，文科省や教育委員会から「配置の効果」を示

されてはいるものの，実際はどのようなことが効果

に至ったのかについては，先輩主幹の実際の声を聴

くことによって，具体性を増したようである。また，

同期の新任主幹の実践例や具体的なエピソードをふ

まえた話合いは「校長からの指示・命令を受けて」と

いう職務内容により，各々が「チームの一員としての

担い手」である実感を抱くことができていたものと

考えられる。 
第２回目の研修会においても，グループ別協議が

行われた。着任から約４か月を過ぎた時期の新任主

幹教諭には，学校の中でも即戦力となっている勤務

実態があった。特に 2019 年度は，同期の主幹教諭が

場を同じくしているため，現在担っている業務や，６

月以降のエピソードを含めた事例の紹介は，主幹教

諭どうしでの情報交換となっていた。校種が違うグ

ループ協議を通して，リーダーシップとマネジメン

トの理論と実践事例を重ねて考えられる場も，自校

での管理職や周りの教職員とのかかわりを振り返る

きっかけになっていたのではないだろうか。 
三重県では，管理職選考試験を夏季休業中に行っ

ていることから，9 月実施の研修会の時点では，既に

教頭職を意識している主幹教諭が多い。そのため，

2019 年度は，主幹教諭のキャリア形成のための研修

として，主幹教諭自身の成長を促すような講義内容

も含まれていた。これは主幹教諭にマネジメント能

力をつけさせるとともに，早い段階から分掌を超え

て学校全体を見渡す力をもち，優秀な人材をとして

管理職へ登用する，つまり管理職育成の取組の一部

ととることができた。 
 

5.4 人材育成機能の継続への提言 
三重県の主幹教諭はまだモデル例が少なく，今ま

で経験したことのない補佐業務を行いながら，教職

員の人材育成に努めていることが分かった。三重県

では今後数年の間に，管理職の大量退職が見込まれ

ている。そのような中で，管理職の適材確保のために

は，主幹教諭制度の取組は大変重要である。 
松尾（2011）は， 民間企業に比べたときの公務員

の経験学習の特徴として，①上司に学ぶ経験，②対人

スキルの獲得，③頻繁なジョブローテーションを挙

げている22。この研究で取り上げている公務員の対象

が中間管理職であることから，以下では，主幹教諭制

度の取組の成果を継続させるための提言を述べる。 
≪提言１ 上司に学ぶ経験≫ 
主幹教諭を教頭の前段階の職としてみるならば，

「チームとしての学校」の実現に向けて，教頭 1 名，

主幹教諭 1 名という学校組織の中で「上司（ここで

は行政や管理職）から仕事を学ぶ」ということは，教

頭の補佐業務を通して能力が形成されることである。

文科省や教育委員会の調査による管理職の回答は

「管理職自身が主幹教諭を育成しようと努めた」と

いう考え方も含まれているのではないか。この仮定

からすると，管理職から主幹教諭への人材育成，主幹

教諭から経験が浅い教職員への人材育成（図１）が継

続することが重要であろう。 
≪提言２ 対人スキル≫ 
「対人スキル」については，先に述べた外部人材と

の連携の事例がある。松尾（2011）によれば，成長23

として欠かせないのは，「部門間や組織間の調整をす

る事務局的な職務に従事すること」であり，人材育成

において欠かせない経験になる。そこで，学校の中だ

けではなく，地域との連携を深めることも調整役と

しての取組の成果を持続させうる。ただし，主幹教諭

一人に任せきりになることを避け，「職場における情

報共有」（松尾 2011）を行うことが必要である。具体

的には，例えば職員室内の座席の位置を工夫し，主と

して担う業務を学校の教育課題とつなぐことによっ

て，人材育成機能の向上をより有効に図ることがで

きるであろう。 
≪提言３ ジョブローテーション≫ 
大杉（2014）によれば，主幹教諭は教頭になるまで

のキャリアパスの職ともとれる。そのため，「頻繁な

ジョブローテーション」とは，主任層が校内で様々な

経験を積むことではなく，異動を重ね，主幹教諭から

教頭職を経て校長になるというような，一校での在

籍年数が少なくなる教員人事とみることができる。

管理職は同一職位の期間が短いため，自らの職務経

験を主幹教諭へ伝えていくことが大切である。例え

ば，前年度末に，教頭と主幹教諭の間で，どのような

業務分担ができるのかを明確にしておくことにより，

新年度体制にスムーズに移行することができる。こ

うすることによって，1 年を通して，主幹教諭自身が

「チームとしての学校」の実現に向け，当事者意識を

高めていくことができる。特に，校長承認のもと，一

定の権限を付与することは「管理職から指示のあっ

た特命事項の担当」（2019 年教頭のためのトップマネ

ジメント研修資料）を行うことになり，主幹教諭の潜

在能力やモチベーションを引き出すことができるだ

ろう。 
≪提言 4 自己の成長≫ 
三重県では，県立学校を除き，主幹教諭どうしが交

流する場24がないため，研修講座でのグループ協議は，

「校務整理の一部」という曖昧さの中で感じる職務
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意識を互いに共有できうる場として貴重であると言

える。共有したことがそのまま自校の教育課題解決

につながるわけではないが，ほとんどの主幹教諭が

グループ協議に期待感を抱き，さらに自己研鑽に努

めようとしていたことが推察された。 
主幹教諭自身の率直な意見として，「今の実践でよ

いのだろうか」という声もあがっていたことから，主

幹教諭の実践を交流できるような場や継続的な研修

会があると，さらにやりがいを高めたり，課題を解決

できるヒントを得たりし，さらに自己の成長のため

の研鑽に努めることができるであろう。 
 

6． 本研究の成果と課題 

ここまでに主幹教諭に求められる役割に関する調

査結果をもとに，考察と提言を行った。 
本研究の成果は，主幹教諭自身の率直な思いや考

え，管理職等からの期待を把握できたこと，そして主

幹教諭としての経験を経て「チームとしての学校」の

実現に関与していくための意識変容の一端をとらえ

ることができたことである。導入後まだ数年の三重

県は，「主幹教諭の職の確立」を模索している段階で

あり，主幹教諭自身にも，「主幹教諭らしく，とはど

ういうことか」というアイデンティティ形成と関わ

って思い悩む状況が読み取れた。今後，「チームとし

ての学校」の実現の中で，主幹教諭がますます重要な

職となることを踏まえれば，アイデンティティ形成

と関わる課題の解決は，学校全体の組織力を向上さ

せる一要素となるだろう。 
今後の研究の可能性としては，主幹教諭の担当授

業外の業務内容とそれにかかる勤務時間の事例検討

を行うことが考えられよう。 
「チームとしての学校」構想の目的には，教員が専

門性を高め，本来担うべき業務に時間を費やすこと

が含まれている。三重県では，主幹教諭が配置される

ことによって，教頭の業務をどれだけ軽減できたか，

そのためにどのような補佐業務が学校運営の調整に

つながったかを追及することで，取組の成果をさら

に明らかにすることができる。 
具体的な研究方法とその内容を，大きく二つにま

とめておく。一つ目は，調査項目を十分吟味したうえ

で，「経年別比較」「人事異動傾向」「管理職登用状況」

の調査を継続して行い，量的な調査研究によって，三

重県が期待する職務内容と実際の学校での取組状況

がさらに明らかになる。二つ目は，着任前後の本人の

意識変容や事例収集，及び教職員からの認知状況調

査（被認知度）を行うとともに，質的な調査研究によ

って，主幹教諭のやりがいやアイデンティティ形成

をより見出すことができ，「チームとしての学校」の

実現に向けた役割が具体的になる。 
三重県は，児童生徒数減少の状況から，教頭複数か

ら教頭―主幹という構造が今後も増えることになる

25。ただ主幹教諭の配置数が増えれば「チームとして

の学校」の実現がより可能になるわけではなく，主幹

教諭の資質能力の向上も求められる。そのためには，

主幹教諭を育てる意識を持った校長のリーダーシッ

プ，周りの教職員からの職務認知が必要だろう。 
主幹教諭が配置されている学校では，管理職だけ

ではなく，教職員も「チームとしての学校」の在り方

について考えていくことができる，そういう意味で

の「新たな職」であるのかもしれない。 
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注 

1 「チームとしての学校」とは，中教審答申

（2015）には「校長のリーダーシップの下，カリキ

ュラム，日々の教育活動，学校の資源が一体的にマ

ネジメントされ，教職員や学校内の多様な人材が，

それぞれの専門性を生かして能力を発揮し，子ども

たちに必要な資質・能力を確実に身につけさせるこ

とができる学校」と定義されている。 
2 本研究で，「人材育成機能」とは，人材育成という

概念について，教職員の自己啓発を促すものではな

く，その役割を達成するためのプロセスのことを指

すことにする。 
 

3 主幹教諭には，「学校を一つのチームとして機能さ

せるため，全体をマネジメントする管理職と教職

員，専門スタッフとの間に立って，『チームとして

の学校』のビジョンを始めとした意識の共有を図

る，いわばミドルリーダーとしての役割」，指導教

諭には，「優れた指導力を生かして，示範授業を行

うことなどにより，指導方法の改革に力を発揮する

役割」が期待されている。現在，設置から約 10 年

が経過し，各都道府県では，その成果と課題を明ら

かにしつつある段階である。 
4 大杉（2014）は，「学校管理職候補者の育成・確

保の手立ての実施状況（n=66）」の調査を行い，「有

望な学校管理職候補者に主幹教諭等のいわゆる『新

たな職』の経験をさせて育成を行う」の項目で，

62.1％の実施状況を示した。平成 15 年に先行配置し

た東京都は，教頭職選考試験の受験資格に主幹教諭
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である職種資格を与えている。 
5 三重県の主幹教諭配置状況 学校基本調査をもと

に筆者作成 数字は（男，女）の人数

 
6 調査項目「教職員の OJT が改善されるなど，人材

育成機能が強化された」（2015）対象は学校別だけ

ではなく，市区町村も含んでいる。 
7 調査項目「教職員人材育成」（2017，2018）の中

で，十分達成，概ね達成と回答した結果の合計。対

象は学校別で，大問６つの中の一つとして，「教員

の人材育成」が挙げられている。 
8「学校組織マネジメント」の基本的な考え方は，

「学校組織マネジメント研修～すべての教職員のた

めに～（モデル・カリキュラム）」（文科省 2005）
や，「学校マネジメントシステム」（三重県 2016）が

ある。 
9 高橋（2012）は，先行研究をもとに，①職務既定

の曖昧さ②任意配置の職③組織の特性により，2 点

の立場から論点所在を指摘した。その 2 点とは，主

幹教諭の配置によって，学校組織が活性化するとい

う論と，硬直化を招く恐れがあるという論である。

そして，その決定要因を明らかにするために，以下

の２つの課題の必要性を挙げている。①実態に即し

た実証的な分析・検討②主幹教諭の確立過程及び求

められる役割期待や機能についての解明 
10 木岡（2015）は，高知県を事例とし，配置経緯か

らその実態的運用に至るまでの実証的な研究を行

い，諸外国のリーダーシップの事例に基づいて比較

分析を行った。また，日本における「新たな職」確

立のメカニズムを追及した。そして，「『特定の人間

や公式の職位に属する個人的財産ではなく，教員の

専門職性を高め，権限を再配分し，成員の能力を構

築し，成員全員を参加させ，同僚的な相互作用を高

めるような組織的財産』としての位置づけが必要で

ある」としている。 
11 川口（2010）は，配置実態とそれをめぐる教育委

員会の動向や対応を分析し，そこにみられる特徴を

明らかにし，今後の教員人事の在り方を示唆してい

る。 
12 大杉（2018）は，文部科学省の学校基本調査をも

とに，教員の年齢構成分布の結果から，管理職の年

齢構成の状況を調べた。それによると，主幹教諭の

年代が 50 歳前後，指導教諭の年代は 55 歳前後が多

く，主幹教諭より指導教諭の方がベテラン寄りの年

齢分布となっていた。主幹教諭は，30 代から出現す

る職階で，「管理職への登竜門」として，校長をト

ップとする組織の上下関係を構成するための「ライ

ン職」と位置付けている。 
13 項目名変更はないが，年度末は主幹教諭としての

職務を振り返ることができるように，「～になっ

た。」「～であった。」という文末表現に変更した。 
14 三重県の新任主幹教諭研修は，以下のように目的

や方法をとらえ，実施されている。 
 
 
 
 
 

 
① 第１回目研修 

2018 年度と 2019 年度に実施された第 1 回

新任主幹教諭研修は，どちらも集合研修の

形で６月に行われている。前半は教育行政

職員による講義で，新任指導教諭研修との

合同開催になっており，その内容は，「法

令上の位置づけや心得，期待される役割」

が中心であった。後半は，指導教諭と主幹

教諭を職種別に大きく２つに分け，さらに

それぞれ小学校，中学校，県立学校の 3 校

種別の小グループ別協議が行われた。 
② 第２回目研修 

2018 年度の第２回の研修は，中堅教員等資質向

上研修（そのうち，「倫理観・コンプライアン

ス」「学校組織運営力（学級経営・学校運営へ

の参画，危機管理，チームワーク・人材育成，

家庭・地域社会・関係機関との連携と協働，ワ

ーク・ライフ・バランス）」の項目で開催され

ている講座）の中から，自校の課題に沿った内

容の講座を選択して受講することになってい

た。2019 年度の第２回の研修会では，三重大学

教職大学院との連携講座として，「学校マネジ

メントについて理解を深めるとともに，学校の

運営に関する事項を行うために必要な資質能力

の向上を図る」というねらいのもと，集合研修

の形をとっている。2019 年度は 9 月に学校経営

を専門とする研究者より，学術性と実践性の双

方を重視した講義とグループ別協議が行われ

た。 
15 但し，2018 年度の第２回新任主幹教諭研修は，

中堅教員等資質向上研修と講座内容を一にしてお

り，主幹教諭ならではの意見かどうか判断できかね

る場面があった。そのため，筆者は本人に直接話を

伺うことにしたが，本研究の中では，個人の特定に

つながることを避けるため，アンケートの自由記述

内にその結果を表している。 
16 本研究の調査では，「どちらでもない」という回

答を避けるために，4 件法を用いた調査を行った

が，特徴がみられなかったため，「そう思う」「そう

思わない」の２つに再カテゴリー化することで，意

識の偏りを分析した。 
17 着任当初の回答者は 25 名，年度末の回答者は 8
名で，年度末の回答者 8 名は着任当初の回答者と重

複している。この調査は，研修参加者の任意回答に

よる結果のため，今後，この傾向が安定しているか

どうかの追試が必要である。 
18 文科省は，働き方改革を進めるうえで，「権限と

責任をもった主幹教諭をはじめとするミドルリーダ

ーがリーダーシップを行使する『分散型リーダーシ

ップをモデルとした組織運営を進めていくべきであ

る」としている。 
 

設置年度 小学校 中学校 県立学校 特別支援学校 合計
2015年（平成27年）５（３，２） １２（１２，０）１２（１２，０）３（３，０） ３２（３０，２）
2016年（平成28年）７（５，２） １７（１７，０）１６（１６，０）３（２，１） ４３（４０，３）
2017年（平成29年）９（８，１） ２３（２１，２）１８（１８，０）４（４，０） ５４（５１，３）
2018年（平成30年）１３（９，４） ２０（２０，０）１９（１９，０）４（４，０） ５６（５２，４）
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19 文科省は，「学校教育法等の一部を改正する法律

の施行に伴う関係政令等の整備について（通知）」

において，以下のように主幹教諭の職務を示してい

る。「今後の教員定数のこれらの規定上，主幹教諭

の職務は主任等の職務を包含することとなる。この

ため，当該主任等の担当する校務を整理する主幹教

諭が置かれている場合には，当該主幹教諭が主任等

の職務を含めて担当することとなることから，当該

主任等を置かなくてもよいこととしたこと。（中

略）その場合，当該主任等の職務が形骸化すること

のないよう，各教育委員会等は，当該学校の校務の

量や内容について，よく把握した上で，主幹教諭と

主任等を重ねて置く必要性を判断すること。」 
20 本研究でのパイプ役とは，図１にもあるように，

単なる風通しをよくするだけの役割ではなく，コミ

ュニケーションを図る役割としている 
21 県立学校の主幹教諭が属する任意団体。2017 年

度は 15 名で，アンケート回答率は 100％である。 

22 松尾（2011）は，McCall et al．の研究をもとに，

民間組織のマネージャーと行政組織のマネージャー

の成長を促す経験を比較し，後者には「上司の指

導」「対人スキル」「頻繁なジョブローテーション」

の特徴があるとまとめている。そして，複雑化，高

度化，グローバル化が進む社会環境の変化を的確に

とらえる概念化を行う能力を身につける機会が少な

いことを課題として挙げている。 
23 松尾（2011）の研究で「成長」とは，「職務を遂

行するのに必要な知識やスキルを獲得すること」と

定義している。本研究でも同様に扱う。 
24 三重県の県立学校では，2016 年度から「県立学

校主幹教諭会」という関係団体を立ち上げ，アンケ

ート調査結果を校長会，教頭会とともに共有し，現

状の理解を図っている。2019 年度も継続して組織運

営が行われている。 
25 文科省は，働き方改革の一環として，管理職を補

佐する主幹教諭を 2019 年度に 100 人増を求め，

2026 年度までに 600 人増をめざしているが，「主幹

教諭にすると給与が上がり，財政負担が増す」「他

の教諭の授業時間数が増えてしまう」という意見が

挙がっており，新たな予算措置が必要だと判断して

いる。 
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